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　　私たちの消費生活と流通　次の（　　　）にあてはまる語句を答えなさい。
□⑴　商品のうち，形のあるものを（　①　）といい，形のないものを（　②　）という。
□⑵　家族や個人などの，消費生活の単位を（　　　）という。
□⑶　1994年に（　　　）が制定され，欠陥商品を生産した企業はたとえ過失がなくても，
消費者の被害を賠償する義務を負うことになった。

□⑷　流通を専門的に行う卸売業や小売業などを（　　　）という。

1

⑴①
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① 商品がどのように生産されて，どのようにして消費者のもとへ届くのか学習しよう。
② 株式会社のしくみ，労働者を保護する法律，労働者の問題や環

かん

境
きょう

の変化を理解しよう。テーマ

1　私たちの消費生活と流通
⑴ 経済…生産と消費を中心とする流れであり，分業で生産された商品を交

こう

換
かん

することが盛
さか

んに行われている。
⑵ 経済の３主体…家計，企

き

業
ぎょう

，政府の３者間でモノやサービスとお金とが交換される。
⑶ 商品の種類…食料品や電化製品など形がある商品を財

ざい

，運輸や医
い

療
りょう

などの形のない商品をサービスという。人
間の欲求に対して財やサービスが不足する希

き

少
しょう

性
せい

があるため，私たちは必要な商品を選
せん

択
たく

しなければならない。
⑷ 家計…家族や個人などの消費生活の単位のことであり，所得（収入）を得て経済活動を行う。所得から税金や社
会保険料（非消費支出）を差し引いたものを可

か

処
しょ

分
ぶん

所得といい，財やサービスに使う消費支出と将来に備えてため
ておく貯

ちょ

蓄
ちく

にふり分けられる。この消費支出にしめる食料費の割合をエンゲル係数
　といい，生活水準が高いか低いかをはかる目安として使われている。
⑸　契

けい

約
やく

自由の原則…消費者は商品の売買を成立させる契約を自由に結ぶことができ
る。しかしトラブルが絶えないので，消費者が自らの意思と判断で商品を購

こう

入
にゅう

する
消費者主権を保護して消費者の不利益を減らすための法律や制度が整備された。ま
た，2009年に消費者政策を一元化する消費者庁が発足した。同年，内閣府に消費者
委員会が設置され，消費者の視点から消費者行政の動きを監

かん

視
し

している。

⑹ 支払い手段の多様化…商品を購
こう

入
にゅう

するときは現金での支払いが一般的だが，近年の情報化にともなって，現金
を使わないキャッシュレス決

けっ

済
さい

が広まっている。代金をあらかじめ入金しておくプリペイドカード（カード型電
子マネー）やカード会社が一時的に立て替

か

えるクレジットカードなどがあって便利だが，クレジットカードでの
支払いは後で必ず請

せい

求
きゅう

されるため，現在や将来の収入を考えながら慎
しん

重
ちょう

かつ計画的に使っていくように心がける。
⑺　商品の流通…商品が生産者から，卸

おろし

売
うり

業者や小
こ

売
うり

業者を経て消費者に届くまでの流れを流通という。この流通
を支えている，生産者から商品を買い入れて小売業に売る卸売業，消費者に直接商品を売る小売業などをまとめ
て商業という。流通の仕組みが複雑になると費用が多くかかって，商品の価格に上乗せされるため，直接仕入れ
や一

いっ

括
かつ

仕入れなどを行って費用や労力をおさえる流通の合理化を図る動きが進んでいる。

確 認 問 題

クーリング・オフ制度
訪問販

はん

売
ばい

や電話勧
かん

誘
ゆう

販売などの場合において，期間など一定の条件を満たせば，すでに結んだ
契約であっても解

かい

除
じょ

できる。

製造物責任法〔ＰＬ法〕

（1994年制定）
欠
けっ

陥
かん

商品によって消費者が被
ひ

害
がい

を受けた場合，生産者は過
か

失
しつ

がなくても損
そん

害
がい

賠
ばい

償
しょう

などの責任を
負う。

消費者契約法

（2000年制定）
悪質な商法を規制する。また，違

い

法
ほう

な契約や不当な内容をふくむ契約が行われた場合は，その
契約が無

む

効
こう

や取り消しになる。

消費者基本法

（2004年制定）
消費者保護基本法（1968年制定）が改正されて成立し，消費者の権利・自立支

し

援
えん

を基本理念とし
て，企業および行政の責任の範

はん

囲
い

を明確にした。

▼消費者の四つの権利

●安全を求める権利

●知らされる権利

●選
せん

択
たく

する権利

●意見を反
はん

映
えい

させる権利

※ 1962 年にアメリカのケネ
ディ大統領が提

てい

唱
しょう

。

係数

に結ぶこ
と判断で

の法律や
庁が発足

消費者行

の多 ときは
ッシ が広まっ
会社が一時的

う

売や電話
契約であ

Ｌ法〕

年制定）

けっ

費者

000

者基

制定

せば，

がなくて

当な内

が改正さ
任の範

ん

囲
い

●

●知

選
せん

択
た

見を

にア
領が

S
品を購

こうにゅSSa
mp
le
入す

備された。また。ま
年，内閣府に消費者内閣府に消費者

を監視
し

している。ている。

plemp
Sa
m

SSa
などの場合において，期間など一定の条件をおいて，期間など

除できる。

よって消費者が被費者が被
ひひ

害害
がいがい

を受けた場合，生産者を受けた場合，
。

悪質な商法を規制する。また，違悪質な商法を規制する。また
いい

法
ほう

な契
契約が無契約が無

む

効効
こう

や取り消しになる。や取り消しに

消費者保護基本法護基 （1968年
，企業および行政企業お
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第7章　わたしたちのくらしと経済
2　生産のしくみと企業
⑴ 生産のしくみ…さまざまな財やサービスをつくり出すことを生産といい，現代は企業が中心となって行われる。
生産活動を行うためには，土地，資本（資金や資本財〔設備〕など），労働力が必要になる。また，生産活動の効率
や企業の競争力の向上には，製法の特

とっ

許
きょ

や労働者の熟
じゅく

練
れん

した技術，知識などの知的資源〔無形資産〕も重要である。
生産した商品を販売して得た収入から，生産にかかった経

けい

費
ひ

や労働者への賃金を引いた残りが利
り

潤
じゅん

〔利益〕となる。
⑵ 資本主義経済…競争の中で利潤を生み出して，資本をたくわえていく企業が中心になっている経済をいう。起
業（新たな企業を起こすこと）をして新たな商品の開発や販売に取り組んだり，技術革新〔イノベーション〕によっ
て生産や生活のあり方を変えていったりすることを通じて，企業は社会の発展を支えている。
⑶ 企業の種類…企業にはさまざまな形態がある。

① 大企業…資本金や従業員の数が多い企業であり，豊富な資金によって
大量生産や大量販売を行い，大きな利益を上げている。
② 中小企業…資本金や従業員の数が少ない小規模の企業であるが，大企
業に劣

おと

らない技術力をもち，日本の経済を支えている。起業して新たな
事業や商品開発に挑

ちょう

戦
せん

する中小企業をベンチャー企業といい，独自の先
進技術を活用して急成長をとげているものも多い。

⑷ 株式会社…株式を発行し，それを売って得た資本で設立される私企業で
ある。株式会社は大量の株式を発行すれば，株式を買った一人一人の出資
額は少なくても，多額の資金を準備できるという利点がある。
① 株主…株式会社の出資者であり，購入した株式がその証書（証

しょう

券
けん

）にな
る。株主総会（株式会社の最高意思決定機関）の議決に参加したり，利潤
の一部を配当として分配されたりする権利をもつが，株式会社が倒

とう

産
さん

し
ても出資額以上の責任は負わない有限責任（制）になっている。

② 証券取引所…株式や債
さい

券
けん

を売買する場所であり，その取り引きは証券
会社を通じて行われる。証券取引所などの株式市場では，企業の業績や
売買する人の動きによって株価（株式１株の価格）が変動している。

⑸ 企業の社会的責任〔CSR〕…企業は利潤を求めるだけでなく，法律を遵
じゅん

守
しゅ

する，必要な情報を公開する，雇
こ

用
よう

を守る，従業員の福
ふく

利
り

厚
こう

生
せい

を充
じゅう

実
じつ

さ
せる，税金を納める，地域社会や地球環

かん

境
きょう

に貢
こう

献
けん

するなどのさまざまな責
任を負っている。また，芸術や文化活動に対する資金支援（メセナ）も行っ
ている。

▼日本経済における中小企業の存在

企業数
（2022年）

従業員数
（2022年）

製造品出荷額等
（製造業）
（2021年）

0
（2024/25年版「日本国勢図会」）

中小企業98.4％

66.7 33.3

48.1 51.9

大企業1.6％

20 40 60 80 100％

▼株式会社の組織

業務の方針を決定
ほうしん

決算の承認，
株式配当金の決定，

取締役・監査役の選任など

しょうにん

会計・業務の監査
かん さ

取
とり

会
かい締

しまり

役
やく

監査役

株主総会

株主
議決権の行使

　　生産のしくみと企業　次の（　　　）にあてはまる語句を答えなさい。
□⑴　商品販売の収入から経費や賃金などを引いた残りが，（　　　）になる。
□⑵　先端技術を活用する分野で大きな役割を果たし，日本経済を活性化することを期
待される中小企業を（　　　）という。

□⑶　企業は利潤の追求だけでなく，雇用の維
い

持
じ

や納税などの（　　　）を負っている。

2

⑴ 

⑵ 
⑶ 

利潤〔利益〕

ベンチャー企業
（企業の）社会的責任〔CSR〕

確 認 問 題

私企業… 利潤を得ることを目的とする
民間企業

個人企業 例：農家，個人商店，個人の開業医や作家
法人企業
〔共同企業〕

例：株式会社や合同会社などの会社企業，
　　生活協同組合などの組合企業

公企業… 利潤ではなく，公共の目的の
ために活動する企業

地方公営企業 例：上下水道，ガス，地下鉄，市営バス

独立行政法人 例：造
ぞう

幣
へい

局，国立印刷局，国際協力機構〔ＪＩＣＡ〕

によって

の企業で
支えてい

ベンチ

げている
，それ

大量の株
も，多

主…株 にな
株主 たり，
を配 株式会
額以 になっ
所… 所であ
行われる。証券取引所など
きに 株価（株
〔CSR〕

おけ

（20

中小

0 4

式会社

市営

局，国際協力機構

Sa
mp
le

大企
して新たな新た

といい，独自の先独自の先
い。

得た資本で設立される私企業でで設立される私企業
すれば，株式を買った一人一人の出資株式を買った一人一人の

を準備できるという利点がある。できるという利点がある。
出資者であり，購入した株式がその証書出資者であり，購入した株式がそ

し

式会社の最高意思決定機関）の議決に会社の最高意思決定機関）の
分配されたりする権利をも分配されたりする権
は負わないは負わない有限責任
券
けんけん

を売買す

企業
（2022年

ee従業員数従業員数
（（20222022年年）ee製造品出荷額等製造品出荷額等
（製造業）製造業）
（2021年）
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29．消費と生産

　　労働者の権利と労働環境の変化　次の（　　　）にあてはまる語句を答えなさい。
□⑴　労働条件が不利にならないように，労働者には（　　　）を結成する権利がある。
□⑵　仕事と生活が両立できる（　　　）の実現をめざすことは大切であるが，すべての
労働者が実現することは，困難な状況である。

□⑶　パートやアルバイト，派遣労働者，契約労働者などをまとめて（　　　）という。

3

⑴ 
⑵ 

⑶ 

労働組合
ワーク・ライフ・バランス

非正規労働者

3　労働者の権利と労働環境の変化　
⑴ 労働者の権利…労働者は使用者（経営者）と労働契約を結んで労働力を提
供することで，その対価として賃金を受け取る。また，労働者は使用者よ
りも立場が弱いので，個人での交

こう

渉
しょう

は不利になる可能性がある。そこで，
労働者が不利にならないように労働組合を結成することやストライキなど
の労働争議を行うことを，法律は労働者の権利として保障している。
○労働三法

⑵ 労働者をとりまく環境の変化…かつては，定年まで同じ企業に勤める終
身雇用や，勤続年数とともに賃金が上がる年

ねん

功
こう

序
じょ

列
れつ

（型）賃金が一般的だっ
た。現在は，成果主義の賃金や能

のう

力
りょく

給
きゅう

を導入する企業が増えている。
①　非

ひ

正
せい

規
き

労働者…非正規雇用の形態で働く労働者であり，正社員以外の，
パートやアルバイト，派

は

遣
けん

労働者，契
けい

約
やく

労働者などがあてはまる。
② 女性労働者…男女雇用機会均等法（1985年制定）で職場の男女平等が定
められたが，出産や育児のために退職した女性はその後の復職が難しい。
③ 高

こう

齢
れい

労働者…高年齢者雇用安定法が定められ，希望すれば65歳
さい

まで雇用することを企業に義務づけた。
④ 外国人労働者…グローバル化や日本の労働力不足などの影

えい

響
きょう

で増加しているが，労働条件が劣
れつ

悪
あく

なことや，
生活基

き

盤
ばん

の保障が安定しないことなどが問題になっている。
⑶ 労働条件の向上…だれでも仕事と生活を両立するワーク・ライフ・バランスを実現できることが求められている。
① 働き方の多様化…情報通信技術〔ICT〕を活用して，自宅などで働くテレワーク，勤務時間を選

せん

択
たく

制にしたフ
レックスタイムを取り入れる企業が増えた。また，複数の人で仕事を分け合うことで一人当たりの労働時間を
短くしたり，より多くの労働者を雇

やと

ったりするワーク・シェアリングという制度を導入した企業もある。
② 非正規労働者への対策…正規労働者に比べて待

たい

遇
ぐう

が悪いため，業務内容で賃金を決定する同一労働同一賃金
の導入や，職業訓練の拡

かく

充
じゅう

，失業したときの生活保護などのセーフティネット〔安
あん

全
ぜん

網
もう

〕の整備が進められている。
③ セクシュアル・ハラスメント…性別を問わず，性的ないやがらせへの対策をとる義務が企業に課せられている。
④ 育児・介護休業法…1995年に成立した後に何度か改正が行われ，男女ともに育児・介

かい

護
ご

のための休業を取得
できるようになった。この法律には育児・介護と仕事の両立や，女性の負担の軽減という目的がある。
⑤ 高齢者雇用・障がい者雇用…定年年齢の引き上げや，一定の割合以上の障がい者雇用の義務づけが行われて
いる。

■雇用形態別労働者の割合の推移

2000年
（4956万人）

2010年
（5138万人）

2020年
（5655万人）

うち男性
（3018万人）

うち女性
（2637万人）

（2020年）

0 20 40 60 80 100％

正社員73.9％

パート・アルバイト
契約社員ほか

65.7 9.1

8.562.9

3.1

契約社員
ほか

派遣社員0.7
は けん

パート・アルバイト

0 20 40 60 80 100％

1.9

3.2

8.2

正社員78.0％

45.7

派遣社員1.8

（「労働力調査」）

けいやく

2.5

8.711.5

42.9

22.3

26.1

23.3

■雇用形態別労働者の割合の男女比較

▼ 雇用形態別労働者の割合の推移と男女
の比較

労働組合法

弱い立場の労働者が，使用者と対等の立場に立って交渉が
できるように，労働三権（団結権　団体交渉権　団体行動
権〔争議権〕）を保障している。使用者は労働組合からの団
体交渉の要求を拒否できず，労働組合への圧力・干

かん

渉
しょう

は不
当労働行為に当たるとして禁止されている。

労働基準法
すべての使用者が守るべき労働条件（賃金や労働時間など）
の最低限の基準を定める。

労働関係調整法 専門の機関による斡
あっ

旋
せん

・調停・仲
ちゅう

裁
さい

を通じて，労働者と使
用者の争いの予防や解決を図る。

▼労働基準法

・労働者と使用者は対等
・男女同一賃金
・ 労働時間は週40時間，１日８時間以内
・少なくとも週１日の休日
・18歳

さい

未満の深夜労働の禁止
・15歳未満の児童の雇用禁止

じ企業
列（型）

入する
態で働

労働者
雇用機

出産や
労働者 雇用する

国人 で増加し
基盤

ば

。
件の ーク・

の多 用して
ムを取り入れる企業が増えた。
り多くの労働者を雇

と

への …正規
拡
かくじゅう

40

バイ

年
5138万人）

20

78.0

の割

と使

Sa
mp
le
終

般的だっ的
えている。

であり，正社員以外の，正社員以外の
働者などがあてはまる。があてはまる。

1985年制定）で職場の男女平等が定制定）で職場の男女平等が
に退職した女性はその後の復職が難しいた女性はその後の復職が難

者雇用安定法が定められ，希望すれば65歳雇用安定法が定められ，希望
さいさい

グローバル化や日本の労働力不足などのローバル化や日本の労働力不
え

安定しないことなどが問題になっ定しないことなどが問題
れでも仕事と生活を両立事と
報通信技術報通信技 〔IC
れる企

うち男性うち男性
（3018万人）（3018万人）

うち女性うち女性
（2637万人）2637万

（202

eeee
■雇用
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第7章　わたしたちのくらしと経済

　　流通と消費者　次の問いに答えなさい。
□⑴　次のア～エについて，商品の流通の順番にあうように，記号を使って並べかえよ。
ア 卸売業者 イ 消費者 ウ 生産者 エ 小売業者

□⑵　支出のうち，生活に必要な財やサービスに使う支出は何とよばれるか。
□⑶　訪問販売などにおいて，一定の条件を満たせば，すでに結ばれた契約であっても解
除ができるという内容の，消費者を保護するための制度を何というか。

　　生産のしくみと企業　次の図を見て，あとの問いに答えなさい。

□⑴　（ ａ ）にあてはまる，生産活動を行ううえで必要な要素の１つを答えよ。
□⑵　（　ｂ　）にあてはまる語句を答えよ。
□⑶　（　ｃ　）は，（　ｂ　）の一部を出資者に分配するものである。これを何というか。
□⑷　多くの出資者から資本を集める株式会社において，出資者で構成される，その会社
の最高意思決定機関のことを何というか。

　　労働者の権利と労働環境の変化　次の文章を読んで，あとの問いに答えなさい。

□⑴　これらの文章は，労働三法のうちのある法律の一部を示している。あてはまる法律
名を答えよ。

□⑵　下線部①について，労働三権の１つで，労働者と使用者が対等の立場で労働条件な
どについて交渉する権利を何というか。

□⑶　下線部②について，企業が労働者を募
ぼ

集
しゅう

・採
さい

用
よう

する際や，入社後の配置・昇
しょう

進
しん

につ
いて，男女平等に扱

あつか

うことを定めた法律名を答えよ。
□⑷　日本の労働環境において長年行われてきた制度を，次のア～エからすべて選び，記

号で答えよ。
ア 年功序列（型）賃金 イ 成果主義型賃金 ウ 終身雇用 エ 能力給

1 1

⑴ ウ→ ア→エ → イ

⑵ 消費支出

⑶ クーリング・オフ制度

2 2

⑴ 労働力

⑵ 利潤〔利益〕

⑶ 配当〔配当金〕

⑷ 株主総会

生
産
に
投
じ
る
資
金

生

　
　産

生

産

費

資
金
の
回
収

（　ｂ　）

販

　
　売

土地

資本

（　ａ　）

（　ｃ　）（　ｂ　）の一部を生産の拡大に用いる

生産の繰り返しに用いる

出資者

3 3

⑴ 労働基準法

⑵ 団体交渉権

⑶ 男女雇用機会均等法

⑷ ア・ウ

・労働条件は，①労働者と使用者が，対等の立場において決定すべきものである。
・使用者は，労働者が女性であることを理由として，賃金について，②男性と差別
的取り扱いをしてはならない。
・使用者は，労働者に，休

きゅう

憩
けい

時間を除
のぞ

き１日について８時間をこえて，労働させて
はならない。

労働に関する最低基準を定めている

近年見直されている

基 本 問 題

は， いて決
労働者が女性であることを理由として，
して
者 を除

ぞ

行ううえ
答えよ。

一部を
資本を集める株式会社において，出資者で構成される，その会社

決定機関

の権 いに答

⑶回
収

出資者

き

SaSと使用者が，対等の立者が，
であることをである
い。
Sa
mp
le要素の１つを答えよ。つを答えよ。

分配するものである。これを何というかものである。これを何と
式会社において，出資者で構成される，おいて，出資者で構成さ

何というか。か。

環境の変化境の変化　次の文章を読んで，あ　次の文章を読ん

ll
　））

Sa
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29．消費と生産

　　次の文章を読んで，あとの問いに答えなさい。 1・2・3

資本主義経済のもとでは，ａ企業は自由競争に基づく経済活動を原則としている。なかでも，ｂ株式会社が行
う多様な経済活動はｃ流通や消費だけでなく，社会全体に影響を及

およ

ぼしている。しかし，企業の力が強くなりす
ぎるとｄ消費者の利益が守られなかったりｅ労働者が働くための環境をめぐる問題が発生したりすることがある。

□⑴　下線部ａについて，一般にCSRと呼ばれる，企業の社会的責任に当たるものとして最も適当なものを，次のア
～エから１つ選び，記号で答えよ。〈愛媛〉 ［　　　　］
ア 利潤の追求を優先すること イ 競争を避けて話し合いで価格を決定すること
ウ 消費者の安全や環境に配

はい

慮
りょ

すること　　エ 安い労働力を求めて海外に工場を移すこと
□⑵　下線部ｂについて述べた文として正しいものを，次のア～エから１つ選び，記号で答えよ。〈帝塚山〉
ア 株式会社では，株主総会における株主たちによる議決よりも，経営陣

じん

による判断が優先される。 ［　　　　］
イ 株式会社が倒産した場合には，持ち株数に応じて株主たちが負

ふ

債
さい

を分担して返済することとなる。
ウ 株式は証券取引所などで取引されるが，各株式会社の株式の価格は固定されている。
エ 株式会社は，ひとりひとりの出資額は少額でも，多額の資本金が集まる可能性がある企業形

けい

態
たい

である。
□⑶ 記述 　下線部ｃについて，資料Ⅰは，ある大規模な小売業者が，製造業者から商品

を直接仕入れることで，流通の合理化を図ったときの流通のしくみの変化について，模
式的に示したものである。小売業者が，流通の合理化を図ったのは，どのような目的が
あったからか，その1つとして考えられることを，「費用」という言葉を用いて書け。〈三重〉

　　［ ］
⑷ 下線部ｄについて，次の①，②に答えよ。
□①　消費者や契約に関する説明として適当でないものを, 次のア～エから１つ選び，記
号で答えよ。〈清風南海〉 ［　　　　］
ア 消費者の権利や自立の支援などの基本理念を定めている消費者基本法が，2004年より施

し

行
こう

されている。
イ 消費者の４つの権利とは，安全である権利・知らされる権利・選ぶ権利・意見を反映させる権利である。
ウ 契約とは当事者が自由な意思で結ぶものなので，一度成立するとお
互いにその契約を守り，実行する責任が生じる。

エ 「これください」「はい」といった口頭でのやり取りだけでは契約は
成立せず，契約の成立には書面のやり取りが必要である。

□② 資料Ⅱは，ある商品を購
こう

入
にゅう

した消費者が作成した通知書である。この
消費者が利用している制度について述べた文として最も適当なものを，
次のア～エから１つ選び，記号で答えよ。〈芝浦工業大学柏〉 ［　　　　］
ア 通信販売で商品を購入した場合，自分の好みに合わないとき一定の
期間内であれば返品できる。

イ 商品に欠
けっ

陥
かん

があった場合，企業は商品の回収や無
む

償
しょう

の修理，交換，
返金などを行わなければならない。

ウ 訪問販売で商品を購入した場合，一定の期間内であれば無条件で契約を取り消すことができる。
エ 商品の欠陥によって消費者が被害を受けた場合，企業は消費者救済のため損

そん

害
がい

賠
ばい

償
しょう

の義務がある。
⑸ 下線部ｅについて，次の①，②に答えよ。
□①　労働関係の公正な調整を図り，労働争議の予防・解決をめざす法律を何というか。 ［　　　　　　　　］
□②　「仕事と生活の調和」を意味する用語を，カタカナ10字（区切りの中黒（・）などは除く）で答えよ。〈帝塚山〉

［　　　　　　　　　　］

1

ウ

エ

流通にかかる費用をおさえて，商品の価格を下げるため。

エ

ウ

労働関係調整法

ワークライフバランス

演 習 問 題

資料Ⅱ

通知書

次の契約を解除します。

契約年月日　令和〇年〇月〇日

商品名　　　ＸＸＸ

商品金額　　○〇〇〇〇円

販売会社　　株式会社ＸＸＸ　●●営業所

担当者△△△△

支払った代金〇〇〇〇〇円を返金し，商品を

引き取って下さい。

令和〇年〇月〇日

〇〇県〇市〇町〇丁目〇番〇号

氏名　ＸＸ　ＸＸ

合理化前
製造業者

卸
おろし

売
うり

業者

消費者

小売業者

合理化前
製造業者

消費者

小売業者

資料Ⅰ

る判断が
分担して返済する

価格は固定されている。
の資本金が集まる可能性がある企業

模な小売
たときの

流通の
えられる

て，次の
や契約に つ選び

えよ。
消費者の権利や自立の支援などの基本理念を定めている消費者
費者の４つの権利とは，安全である権利・知らされる
とは当事者が自由な意思で結ぶものなので，
の契約を守り，実行する責任が生じ
ださい」「はい」といった口
約の成立には書面
商品を購

こうにゅう

かる費

理化前
業者

業者

小売

料Ⅰ

Sa
mp
le
可能

製造業者から者から
くみの変化について，の変化について，

図ったのは，どのような目的がのは，どのような目的が
費用」という言葉を用いて書け。〈三重〉う言葉を用いて書け。〈三

答えよ。
明として適当でないものを, 次のて適当でないものを, 次のア～～エエ

海〉 〉 
や自立の支援などの基本理念を定め自立の支援などの基本理
権利とは，安全である権利権利とは，安全であ
自由な意思で結ぶ自由な意思

実行す

えて，商品の価格を下げるため。品の価格を下げるため
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学 習 の ま と め

［① 　　　］
［② 　　　］
［③ 　　　］
［④ 　　　］
［⑤ 　　　］
［⑥ 　　　］

2　株式会社の組織について学習したことを，次の図の［　　　　］に語句をあてはめて再確認しよう。

3　労働者を守る権利や法律について学習したことを，次の表の［　　　　］に語句をあてはめて再確認しよう。

名　称 内　容

労
働
三
権

［① 　　　　　　　　　］ 労働者が集まって労働組合を結成することができる権利。

［② 　　　　　　　　　］ 労働者が使用者と対等の立場で交渉することができる権利。

［③ 　　　　　　　　　］ 労働者がストライキなどを行うことができる権利。

労
働
三
法

［④ 　　　　　　　　　］ 賃金や労働時間などの労働条件の最低基準を規定した法律。

［⑤ 　　　　　　　　　］ 労働三権を保障し，使用者が労働三権の行使を妨害することを禁止した法律。

［⑥ 　　　　　　　　　］ 労働者と使用者との間の紛争の予防・解決をはかる法律。

ア チェーン店 イ 小売業者 ウ 生産農家
エ 一括仕入れ オ 消費者 カ 卸売業者
キ 直接仕入れ ク スーパーマーケット

しゅっか

産地出荷業者

なか

仲卸業者

①

④大規模④
（③など）

せり

②

⑤

農協など
集荷団体

⑥
卸
売
市
場

ウ
カ
ク
イ
オ
キ

［①　　　　　　］

決算の承認，
株式配当金の決定，

取締役・監査役の選任など

［③　　　　　　］
　　　の受け取り

監査役

［②　　　　　　］

［④　　　　　　］

業務の方針を決定
株
式
会
社

会計・業務の監査

議決権の行使

取締役会

株主総会

配当〔配当金〕

株主

団結権

団体交渉権

団体行動権〔争議権〕

労働基準法

労働組合法

労働関係調整法

1　商品の流通について学習したことを，次の野菜の流通経路の①～⑥にあてはまる語句を，
右下のア～クから選んで再確認しよう。（ただし，あてはまらないものが２つあります。）

図表に
まとめよう !

の図の［　　　　］に語句をあてはめて再確認しよう。

イ 小売
仕入れ 費者

直接仕 パー

の選任な

取り

務の方

会
社

Sa
mpmp

Sa
mmmmamamamamaaaaaaaa
ppmmmmmmmmmpmpmpmpamamm
ple
に語句をあてはめて再語句をあてはめて再

mp
le

mmppmmppppmp
l

mp
l

mpmpmmmmm決
［［③③　
　　　

監

［②

会計・業務の監査業務の監査

主

配当〔配　　　

mp
le


